
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住民基本台帳人口

2 5 . 3 . 3 1

2 4 . 3 . 3 1

増 減 率

90,187 人
人
％

92,854
-2.9 92,130 人 人

92,041

0.1 ％

２２年国調区 分

1,975
4.8

第１次

第２次
16,447

39.8

産 業 構 造

１７年国調

5.5
2,494

18,386
40.4

第３次
22,922

55.4
24,114
52.9

配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

12,988,682

41,216 0.1

面 　 積
人 口 密 度

k㎡
人

420.57
214

41,216 0.2
21,080 0.1

都 道 府 県 名

38

愛 媛 県

団 体 名

2132

四国中央市

市 町 村 類 型 Ⅱ－０

地方交付税種地 1 - 3

歳 入 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

15,117,932 36.9 15,117,932 69.8
351,774 0.9 351,774 1.6

21,080 0.1
6,755 0.0

854,469 2.1 854,469 3.9
15,663 0.0 15,663 0.1

- - - -
79,019 0.2 79,019 0.4

- - - -
49,803 0.1 49,803 0.2

6,111,212 14.9 4,950,599 22.9
4,950,599 12.1 4,950,599 22.9
1,160,612 2.8 - -

22,648,923 55.3 21,488,310 99.3
15,400 0.0 15,400 0.1

506,215 1.2 - -
782,981 1.9 80,887 0.4
120,761 0.3 25 0.0

4,047,162 9.9 - -
- - - -

1,956,797 4.8 - -
181,602 0.4 8,854 0.0
50,401 0.1 - -

516,498 1.3 - -
1,650,048 4.0 - -
673,817 1.6 55,574 0.3

7,782,500 19.0 - -

40,933,105 100.0 21,649,050 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

15,117,178

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

15,117,178 100.0 208,671

100.0 208,671
5,650,760 37.4 208,671
132,568 0.9 -

4,001,900 26.5 -

-

238,000 1.6

-

-
1,278,292

-

8.5 208,671

-

8,639,129 57.1

-

8,533,265 56.4

-

220,785 1.5
606,504 4.0

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

754 0.0

754 0.0
754 0.0 -
- - -
- - -

208,671

指 定 団 体 等

人

91,538

低 開 発

旧 産 炭

山 振

6,755

過 疎
給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

う ち 日 本 人

92,041

×

×

○

0.0

○

-0.5

×

×

×

％

-

人

○

×

区　　　　分 平成 2 4年度 (千円 ) 平成 2 3年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

40,933,105 40,174,681
39,607,877 38,524,633
1,325,228 1,650,048
198,784 139,646

1,126,444 1,510,402
-383,958 -741,756
1,600,659 1,600,348

- 146,168
- -

1,216,701 1,004,760

平成２４年度

一

般

職

員

等

区　　　分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

766 2,496,394 3,259

5 15,290 3,058

29 92,394 3,186

123 404,547 3,289

- - -

795 2,588,788 3,256

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

×

○

×

○

×

×

し 尿 処 理 ×

ご み 処 理 ×

火 葬 場 ×

×常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 24.04.01 9,500

副市区町村長 2 23.04.01 7,000

区 分

３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。
４．住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

教 育 長 1 22.04.01 6,170

議 会 議 長 1 23.04.01 4,540

議 会 副 議 長 1 22.04.01 3,740

議 会 議 員 24 16.04.01 3,410

性 質 別 歳 出 の 状 況

区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 7,187,793 18.1 6,399,933 5,748,125 24.7
う ち 職 員 給 4,455,150 11.2 3,737,696 - -

扶 助 費 6,206,349 15.7 2,178,916 2,159,403 9.3
公 債 費 5,214,289 13.2 5,028,620 5,028,620 21.6

元 利
償 還 金

11.4 4,324,866 4,324,866 18.6
703,351

一 時 借 入 金 利 子 403 0.0 403 403 0.0
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

18,608,431 47.0 13,607,469 12,936,148 55.5
4,166,550 10.5 3,471,184 3,247,033 13.9

維 持 補 修 費 240,625 0.6 161,610 160,032 0.7
補 助 費 等 3,048,641 7.7 1,481,900 611,528 2.6

うち一部事務組合負担金 41,936 0.1 41,936 36,936 0.2
繰 出 金 4,127,720 10.4 3,697,665 2,966,671 12.7
積 立 金 2,638,402 6.7 1,647,012 - -
投資・出資金・貸付金 249,500 0.6 - - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

6,528,008 16.5投 資 的 経 費 1,276,649
290,757 0.7う ち 人 件 費 275,708

6,444,399 16.3普 通 建 設 事 業 費 1,267,270
7.1

震災復興特別交付税

3,293,391 8.3 1,025,330
災 害 復 旧 事 業 費

2,803,171 213,850

83,609 0.2 9,379
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

39,607,877 100.0 25,343,489

内
訳

経常経費充当一般財源等計

85.5

千 円

経  常  収  支  比  率

26,668,717

％ ％

18.9

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成23年度(千円)

18.3

15,845,616

うち減収補 債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額(Ａ)

271,436

構成比

0.7

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

271,436
総 務 費 8,858,675 22.4 1,369,280 4,997,413
民 生 費 11,797,183 29.8 164,908 6,613,078

2,644,608衛 生 費 6.7 297,338 2,225,031
労 働 費 113,411 0.3 - 4,653
農 林 水 産 業 費 517,082 1.3 167,077 418,980
商 工 費 831,469 2.1 79,887 470,038
土 木 費 3,546,455 9.0 2,229,360 1,491,390
消 防 費 1,361,190 3.4 135,199 1,232,052
教 育 費 4,368,470 11.0 2,001,350 2,581,419
災 害 復 旧 費 83,609 0.2 - 9,379
公 債 費 5,214,289 13.2 - 5,028,620
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

16,879,208

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 39,607,877 100.0 6,444,399 25,343,489

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

上 水 道

介護サービス

工 業 用 水 道

国民健康保険

そ の 他

4,786,067

697,000

342,365

224,540

200,000

784,200

2,537,962

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 352,726

再 差 引 収 支 221,187

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 12,819

被 保 険 者 数 ( 人 ) 21,345

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 95

国 庫 支 出 金 89

保 険 給 付 費 321

区　　　分 平成24年度(千円)

23,365,954

基 準 財 政 収 入 額 12,754,026
基 準 財 政 需 要 額 15,666,417
標 準 税 収 入 額 等 16,593,212
標 準 財 政 規 模 23,292,038
財 政 力 指 数 0.81
実 質 収 支 比 率 4.8
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 5,295,184
減  債 324,483
特 定 目 的 2,850,736

地 方 債 現 在 高 48,334,741

1 0.0

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 761,708
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 1,473,943
実質的なもの -

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 200,000
徴
収
率

現
年

計
98.7 95.2
98.7 95.1
98.6 95.1

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

0.81

債
務
負
担
行
為
額

10

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
1,656,900 4.0 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

15,117,932

- -

100.0

6.5

-

13.8

150.7 159.8

3,694,525
316,646

1,978,192

45,062,776

-

の 指 定 状 況

15.1実質公債費比率(％)

965,545
-

1,760,757
-

-
200,000

98.5 95.2
98.7 94.9
98.3 95.1

連結実質赤字比率(％)

○

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

19,921,412

92.0

旧 新 産

旧 工 特

利 子{ 4,510,535
1.8 703,351 703,351 3.0


